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阿部健一（教授）

立ち止まり、見極め、
〈あたりまえ〉を問いなおす

企画にあたって

感染症と地球環境学

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学

COVID-19
特集号

　フランスの社会学者・哲学者ブルーノ・ラ
トゥールは、コロナ禍の初期に「奇妙な符号
だ」とつぶやいている。ヨーロッパでの最
初のロックダウンの時期が、カトリックの四旬
節と重なったことについてだ。春の復活祭
前の40日間、楽しみごとを避け、みずから
の行ないをふりかえるのが四旬節。同じよ
うにわれわれ地球研のスタッフも、研究会な
どの活動を自粛し、人との接触を避けひた
すら家に閉じこもった。平常の研究活動は
中断し、かわりにみずからとみずからの研
究への問いかけを行なうことになった。
　今回の特集号は、この与えられた省察の
期間に、地球研の研究者がCOVID-19につ
いて、自分の研究について、そしてさらに
総合地球環境学について考えたことをま
とめている。

20年の歩みを糧に 
地球研から投じる視座
　地球研は、第三期に入った2016年から、
より長期的な視野から研究を継続発展
させるためプログラム－プロジェクト制を
とっている。特集1は3人のプログラムディ
レクターによるもの。それぞれの実践プ
ログラムの枠組みのなかで、コロナ時代を
どのようにとらえたのかが示されている。
指摘しておきたいのは、各実践プログラム
が20年におよぶ地球研の多様な研究活動
の蓄積の上に立っているということ。た

とえば実践プログラム1の論考は、アジアの
巨大都市を扱った「メガシティが地球環境
に及ぼすインパクト――そのメカニズム解
明と未来可能性に向けた都市圏モデルの
提案」プロジェクト（2010～2014年）の研究
活動と重なっている。
　各論考は実践プログラムの特徴が際立っ
ているが、感染症の蔓延は人と自然の関係
性が急激に加速度的に歪んできた結果の
一つであるという共通の前提に立ってい
る。COVID-19は、けっして偶発的な出来
ごとではない。長くつづいている地球環
境劣化の一つの現われである。
　じっさい、地球研の過去のプロジェクト
では、先駆的な実証研究を行なってもいる。
「病原生物と人間の相互作用環」プロジェ
クト（2007～2011年）では、コイヘルペスウ
イルス（KHV）を対象に、人間による水辺
の環境改変が、KHV感染症の発生と拡大
を引き起こしたことを明らかにしている。
さらにその後のプロジェクトでは、疾病に
関して「地球環境学的アプローチ」とでも
呼ぶべき方向性を提示し発展させている。
これについては、ぜひ特集2の「エコヘルス」
をめぐる議論を読んでいただきたい。
　こうした議論を引き継ぎ、さらに新たな
視点を加えたプロジェクトの可能性を示唆
する論考が、特集3である。分析の枠組み
として提示されたマルチスピーシーズや科
学技術社会論・生権力といった新しい概念

や学問領域は、この新型コロナウイルスの時
代においてきわめて魅力的に映る。

私たちが守るべきものとはなにか
　COVID-19が問いかけるものは、地球環
境問題と同じである。このままの生活を
つづけていては、人類の存在はいずれ危機
にさらされることになる。どちらも、新た
な生活様式を模索することを強く求めて
いる。しっかりと守らなければならない
大切なものとはなにか。またひるがえって、
あたりまえだと思っているもののなかに
は、不要なものがあるのではないか。
　この問いかけに、早急に結論を出すこと
は避けたほうがよい。本特集号でもあえ
てとりあげていない。むしろ特集4で示し
たように、事実関係をしっかり把握するこ
とがいまは大切である。なにを変えるべ
きで、なには絶対変えてはならないものな
のか、それぞれの研究のなかで、しばらく
考えつづけたい。

遠浅のマラッカ海峡は豊かな海だ。干潟で少年が
小エビを採る（インドネシア・スマトラ島、2017 年）

あべ・けんいち
専門は環境人間学、相関地域学。地球研研究基盤国際セン
ターコミュニケーション部門部門長・教授。2008年から地
球研に在籍。
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（次ページにつづく）

　武漢で発生した、その意味では紛れもな
く東アジア発の、新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）は、まずヨーロッパで、つづ
いてアメリカで急増をみたが、足元の東ア
ジアでの感染者数の増加は比較的緩やか
だった。中国とは明らかに密接な経済的
接触があり、観光客などによる交流も少な
くなかった状況で、なぜ、爆発的に増加し
なかったのか。

感染者数と人口密度
　念のために、人口100万人当たりの感染
者数を確認しておこう。図1（4ページ）に
よれば、もっとも多いのは、アメリカとブラ
ジルで、東アジアはきわめて少ない。中国
については、データの信憑性を問題にする
論調もあるが、この文脈ではいずれにし
ても国際的には低めになるのではないか。
また、東南アジア、南アジアを含めても、ア
ジアは全体として世界平均を下回ってい
る。ただし、これは人口当たりの数であっ
て、最近のインドのように、絶対数の増加の
深刻さも見逃してはならない。
　初期の欧米の論調は、感染の世界化のス
ピードをグローバリゼーションに結びつけ
るものが多かった。たしかに、人間の接触
の多面的な増加という意味でのグローバ
リゼーションの役割は重要である。航空機
による移動・接触の急増なしには、このス
ピードでの感染は起こらなかったであろ
う。したがって、国境を越えるヒトやモノ

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学

特集 1
実践プログラム 1

杉原 薫（特任教授）

アジアの都市化と 
新型コロナウイルス感染症

地球研では2016年度から取り組む基幹研究「アジアの多様
な自然・文化複合に基づく未来可能社会の創発」をすすめる
ために、三つの実践プログラムを立て、それらのもとで個々
のプロジェクトが活動している。COVID-19の感染拡大にと
もなって社会が大きく変わるいま、地球研はどのようなメッ
セージを投げかけることができるのか。3名のプログラムディ
レクターがそれぞれの実践プログラムの立ち位置から
COVID-19を考える。

実践プログラム1では、地球温暖化や大気汚染などを含む人
間活動による環境変動と自然災害に、柔軟に対処しうる社
会への転換をはかるため、具体的な選択肢を提案する。「ソー
シャル・ディスタンシング」、「3密を避ける」と呼びかけられる
ように、COVID-19の感染拡大は人口が集中する大都市を中
心に発生している。世界の大都市とくらべて、感染拡大は抑
えられているともいわれる日本。その背景をアジアの大都市
形成の歴史から探る

の「管理」は重要である。しかし、東アジ
ア域内では接触が欧米より少なかったわ
けではない。中国の貿易の半分以上はアジ
ア域内との貿易であり、アジア域内の貿易
はアジアの貿易の過半を占めている。モノ
の移動は、流通や交通だけでなくさまざま

なサービス活動をともない、ヒトの移動を
誘発する。観光者数で見ても、域内の比率
は大きい。出入国制限のタイミングについ
ても、東アジアがとくに早かったとは言え
ない。
　他方、人口密度が高ければ、人びとの「接

（次ページにつづく）

ジャカルタの街
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触」の機会も増え、感染者数も増えるので
はないか、という仮説は自然である。第二
次世界大戦後の日本、アジアは、工業化、高
度成長にともなって、急速な都市化を経験
した。世界で35存在する人口1,000万人以
上のメガシティのうち現在21（中東も含め
れば23）の都市がアジアにある。とくに中
国の都市の増加が著しい。また、大都市の
集住地域における人口密度は高い。図2に
よれば、この35のメガシティのうち人口密
度が2,500人を超える都市は15あり、その
うちの9都市が東アジア、東南アジアに存在
する。これらの都市、とくに東京（首都圏）
は、歴史上例のない規模と水準で「集住力」
を達成していると言えよう。
　それほど人口密度の高い大都市のいく
つかで、なぜ人口当たりの感染者数が相対
的に少なく抑えられているのか、というの
が本稿の疑問である。
　そのためにまず、そもそもアジアにおい
て、なぜ高い人口密度をもつ大都市が形成
されてきたのか、その歴史的背景をふりか
えってみよう。

都市の人口密度を支えてきたもの
　都市化とは、農村から集住した人たちが
「密集」して居住し、政治的行政的な単位が
形成され、生産、流通、分配、消費などの共
同経済活動に従事する空間がつくり出さ
れる過程である。したがって、人口密度が
高くなることは都市化の本質の一つであ

プログラムディレクターから   COVID-19特集号　感染症と地球環境学
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背地の開発などを見据えた都市化が進ん
だ。中継港としての香港、シンガポールの
発展や日本の工業化、植民地統治もあい
まって、都市型の人口扶養力がこの時期に
形成された。
　第二次世界大戦後、脱植民地化と冷戦体
制のなかで、経済ナショナリズムと工業化
への意欲が高まり、自由貿易圏に残った日
本、NIES、東南アジア諸国連合（ASEAN）
などは、戦前の交易ネットワークを利用し
つつ、国家主導の開発主義を遂行し、輸出
主導の工業化に成功した。毛沢東期以降、
一定の人口抑制と都市への移動制限が実
行された中国では都市化はやや遅れたが、
1980年以降、中国も政策を転換し、つづい
てインド、東南アジア、南アジアの多くの国
も自由貿易圏に入った。こうして、経済成
長下のアジアでは、輸出主導の工業化と一
定の生活水準を提供する都市化がダイナミ
ズムの源泉となった。工業化と都市化を関
連させながら、水、食料、エネルギー、労働力
などを結合させる「資源ネクサス」とも呼
ぶべきシステムが成立し、公害などの多く
の「痛み」をともないつつ、アジア型の都
市化が進んだ。21世紀に入っても、アジア
のメガシティは、欧米の都市化の経験を超
える規模と速度で成長をつづけている。

日本の経験
　東京都の人口は1962年に1,000万人を
超え、世界初のメガシティとなった。首都圏

る。もちろん、それが持続するには、都市
で生活する人びとのニーズが満たされて
いなければならない。メガシティともなれ
ば、食料や生活必需品を購入し、インフラを
整備するために、周辺の農村だけでなくグ
ローバルな国際分業に参入している必要
がある。必要な資材や技術を確保するには、
その都市に、非農業部門（工業・サービス
部門）の経済活動における国際競争力がな
ければならず、人材や資金の獲得競争にも
関わらざるをえない。
　それでは、アジアの都市は歴史的にどの
ように形成されたのか。まず、都市を支え
る周辺の農村が人口と食料を供給した。ア
ジア、とくにモンスーン・アジアでは、大河川
の河口に拡がる肥沃なデルタを利用した
小農稲作経済の発展が、土地、水、労働力を
組み合わせた人口稠密な社会を形成する
基礎となった。17～18世紀の南アジア、中
国における人口増加は、この「人口扶養力」
を基礎としたものである。それ以降、アジ
アは世界人口の過半が居住する地域であ
りつづけている。
　19世紀以降、イギリス産業革命を起点と
して工業化が世界的に普及するとともに、
アジアを含む諸地域は、西ヨーロッパとア
メリカを中心とする世界経済に統合されて
いった。19世紀後半から20世紀前半のア
ジアでは、経済の重心が、中国やインドの農
村から、東南アジアや日本を含む「海洋ア
ジア」に移り、ここで貿易や植民地統治、後

図１　人口当たり新型コロナウイルス感染者数（2020年11月2日現在）
（出典　札幌医科大学医学部附属フロンティア医学研究所 ゲノム医科
学部門 https://web.sapmed.ac.jp/canmol/coronavirus/index.html）
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を示している。とすれば、それは、具体的
な感染の形態、「3つの密」のあり方のバリ
エーションにもかかわらず、人口密度が重
要な要因であることを示唆するであろう。
数字の見事な「同調性」は、インドネシア34
州のうち比較的古くから開発されていた
州のデータからもうかがえる。
　他方、人口密度が高いにもかかわらず、
感染者数が抑えられた理由の一部として
は、自粛行動による感染者数の共振的減少
は示唆的である。おそらく国民は全国的
にほぼ同様の自粛行動をとっていたので
あろう。そして、上述の均質性、閉鎖性や、
自粛しても生活を維持できることが、そ
の条件となっていたかもしれない。他方、
インドネシアでは、日本のような自粛行動
による感染者数の減少は見られなかった。
どのような条件のもとで自粛行動が感染
者数を下げるのか。この点について、医学
的、社会的、文化的な側面からのさらなる
検討が必要である。

＊本稿は山中大学氏との会話に刺激を受けて書かれた。ま
た、最後の二つのパラグラフには氏のコメントを取り入れ
た。記して感謝の意を表する。

が機能していた。もちろん貧困や格差、外
国人への差別などはつねに存在したが、初
期のスラムや、外国人人口が漸増してから
の外国人集住地域の存在感はそれほど大
きくはない（日本史を通じてそうだった
わけではない。かつての大阪には、釜ヶ崎
のような「一般スラム」以外に、部落や在日
朝鮮人の集住地区が存在し、それらが個性
を発揮しつつ底辺労働力市場を形成して
いた。杉原・玉井編『大正・大阪・スラム』
を参照）。
　ここから、日本の都市の均質性、閉鎖性
がCOVID-19への対応の背景にあるので
はないか、という構図を描くこともできよ
う。しかし、人口密度と感染者数のあいだ
には、そうした特殊性を超えた法則性があ
る可能性がある。
　山中大学氏の研究によれば、まず、（北
海道を除く）46都府県での感染者数は、基
本的には人口密度に応じた動きを示して
いる。つまり、人口密度の高いところほど、
感染者数が多く、低いところほど少ないだ
けでなく、第1波では増加傾向を見せ、それ
が自粛で減少に転じ、さらに第2波でまた
増加に向かうというように、共振的な動き

は現在も世界一の都市地域であり、都心の、
とくに昼間人口はきわめて多い。東京や
日本のケースを特殊視せず、アジア、ひいて
は世界の都市化とCOVID-19の関連を論
じるための素材として検討することはき
わめて重要である。
　第二次世界大戦後の東京は、ヨーロッパ
の都市などを参考にした都市計画を策定
し、実行を試みたが、市街地を用途によっ
て分ける試み（zoning）や、その周辺への
拡大の規制はあまり機能しないまま、戦
後の復興から高度経済成長の過程で急速
に膨張した。1960年代以降、建物の高層化
も試みられたが、地震などの災害リスクも
あって進まず、むしろ、水質汚染、地盤沈下
を含む公害問題のなかで東京湾の埋立に
よる都市インフラの整備が重要な役割を
演じた。重化学工業は近隣の臨海工業地
帯や地方都市に移転し、雇用吸収的な産業
が残った。また、都心の交通網は自動車の
比率が少なく、電車や地下鉄を基本とした。
都政は、23区を中心としてどちらかといえ
ば区間の地域格差を大きくしない方向で
進められ、学校、病院、交番などが近隣にあ
る、均質的な居住空間のなかでコミュニティ

特集1　実践プログラム1　アジアの都市化と新型コロナウイルス感染症 
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図2　メガシティの人口密度
（出典 Demographia World Urban Areas, 16th Annual Edition, June 2020.　

http://www.demographia.com/db-worldua.pdf）
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　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
のような人獣共通感染症や家畜・作物の感
染症は、2000年代ころから生物多様性に関
連する大きな問題として注目されてきた
（Keesing et al., 2010）。人間の病気だけでな
く、作物や家畜も単一種・単一品種の大量
栽培・飼育が進み、病気の大規模な蔓延を
引き起こすリスクを高めていることが明確
になってきたのだ。

新興感染症は 
生物多様性の問題である　
　こうしたパンデミックが起こる原因とし
ては、①病原体の発生頻度を高めている
ことと、②病気の蔓延を加速していること、
の二つに分けて考えたほうがいいと思っ
ている。ウイルスは「生物」という定義か
らは外れるかもしれないが、遺伝子を複製
してその数を増やすという生物の基本的
性質はもっている。生態学的な一般的現
象として、「喰う―喰われる」関係が知ら
れているが、病原体もそうした関係の中で
進化する。ある生物種Aが増えると、その
種を餌にする別な生物種Bが増える。とく
に、Aの生息密度の高い場所ではBが急速
に増加する。Bが増加するとAを減少させ、
その結果Bも減少をはじめる。
　こうした関係は「喰う―喰われる」の
問題だけでなく、病気についても同じこと
が言える。ある生物種が密度の高い状態で
存在することは、病原となる生物にとって
は数を増やす絶好の機会である。寿命の
長いホスト生物の体の中で、寿命の短い病

原体は遺伝子複製をくり返し、速いスピー
ドで進化し、ときに有害性が高くなり、ホス
ト以外の種にも感染可能になる。自然の状
態では、種の遺伝的な多様性がこうした事
態を防ぐ役割をもっているし、単一種が高
密度でいることも少ないので、病原生物の
増加や進化にも限度がある。さらに、ホスト
種を餌にする別の種がいる、もしくは病原
となる種を餌にする別の種がいるといっ
た複雑な相互作用系の中で、単一の種が極
端に増加する可能性は低くなっている。人
口の増加や、単一種・品種の家畜の大量飼
育は、こうした抑制力を低下させる。

　いっぽう、感染が拡がることについては、
人間活動の影響も大きい。自然生態系の
極端な消失や農地などの拡がりは、人間と
野生生物との接触の機会を拡大して、本来
野生生物がもっていた病気が人間の生活
域に入りやすくなる。自然状態でローカル
に分散した個体群であれば、有害な病原体
が増加して寄主のローカルな個体群を絶
滅させると、その時点で病原体も絶滅する。
しかし、現代の人間はグローバルに移動し、
かつ都市に密な状態で住んでいる。本来
であれば、ローカルな病気（風土病）とし
てとどまるはずであった病気も、世界中に

生物多様性とCOVID-19 

中静 透（国立研究開発法人森林研究・整備機構 理事長、地球研名誉教授） 

実践プログラム2では、水資源・生態資源を含む多様な資源
の公正な利用と最適な管理、そして賢明なガバナンスを実現
するため、資源の生産・流通・消費にかかわる多様な立場の
人たちに、トレードオフをふまえた多面的な選択肢を提案す
ることをめざす。人獣共通感染症である COVID-19。2019年

度までプログラムディレクターを担っていた中静 透さんは、
「生物多様性の問題だ」と言いきる。私たち人間も生態系サー
ビスのなかで生きている。COVID-19で浮き彫りとなった課題
を解決するとともに暮らしや社会のあり方を見なおし、持続
可能な社会を実現するためにいま考えるべきこととはなにか

特集 1
実践プログラム 2

オイルパームのプランテーション造成（マレーシア半島部、撮影：中静 透）

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学
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拡がり、人口密度の高い都市という環境で
爆発的に蔓延する。
　こうして考えると、人獣共通感染症は、
生物多様性が極端に単純化することで発
生リスクの高まった病原体を、人間の高い
移動能力と高密度の居住により拡げてい
るという、まさに生物多様性の問題という
ことができるだろう。「人間の健康は、ひ
とり人間だけでなく、家畜や野生生物、生
態系の健全性をトータルに考える必要が
ある」という、ワンヘルス（One Health）の考
え方の基礎がここにある（Zinsstag, 2012）。
　そして、その社会・経済的影響はひじょ
うに大きい。スターン・レビュー「気候変動
の経済学」では、気候変動によってGDPの
20 %を超える経済的ダメージがもたらされ
ると指摘されたが、それよりもさきに、生
物多様性の問題（COVID-19）が経済や社
会に大きなダメージを与えたといえる。プ
ラネタリー・バウンダリーをもっとも大き
く超えているのが生物多様性問題だとい
うヨハン・ロックストロームの指摘は、ある

意味正しかったのだ（ロックストローム・ク
ルム、2015）。

ポストコロナの社会
　今回のCOVID-19問題が終息したとし
ても、私たちがまた前と同じような生活に
もどれば、これからも何度も同じようなパ
ンデミックが起こることになるだろう。有
効なワクチンがつくられたとしても、また
新しいタイプの病原体が生まれてくる。そ
れを防ぐ、あるいはリスクを減らすために
は、①病気の発生リスクを下げることと、②
発生した病気の蔓延を防ぐこと、の両面か
ら考える必要がある。
　感染症の発生リスクを下げるという点か
らは、極端に集約的な農業や土地利用の方
法を修正することが重要である。もちろん、
大規模な開発で、品種改良され品質の優れ
た農産物を大量に生産できることは、短期
的な経済効果は大きいだろう。しかし、そ
のことが人間や作物・家畜の感染症の発生
頻度を高め、ときに大きな損害をもたらす

というリスクを、コストとして長期的な視点
で考えたとき、持続可能性が高いとはいえ
ない。
　また、こうした大規模な開発は、その地
域の生態系がもっていたさまざまな生態
系サービスを損なっている場合がある。も
ともとの生態系が開発されることで、土砂
流出や洪水制御などのサービスの低下、二
酸化炭素のストックや吸収量の減少、地域
の文化が失われるといったことが引き起
こされる。こうした生態系サービスの価値
も加えて、より持続可能な土地利用や農業
に移行することが重要だと考える。
　いっぽう、感染症を拡大しないためには、
分散型の生活へ移行し、移動の距離を短く、
頻度を低く抑えることが有効である。す
でに多くの議論があるように、テレワーク
やオンライン会議が可能な時代となり、実
現性も高くなっている。
　こうした変化は、大都市がもっている
さまざまな問題点も同時に解決できる可
能性をもっている。大都市ではフィジカル

特集1　実践プログラム2　生物多様性とCOVID-19 

さまざまな生態系のモザイクとしての里山（新潟県、撮影：中静 透）

（次ページにつづく）
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践プログラム2のもとにある「グローバル
サプライチェーンを通じた都市、企業、家庭
の環境影響評価に関する研究」プロジェク
トは、こうした方向性を進める地球研プロ
ジェクトの一つである。

＊
　COVID-19 は、まさに生物多様性の問題
の一環であり、これまで一般にはあまり意
識されてこなかったリスクの存在を明確に
したといえる。このリスクは、他の環境や
資源の問題とリンクしているので、その対
策はCOVID-19のリスク回避だけでなく同
時に実現されるさまざまなメリットをもち、
社会全体の持続可能性を実現するレバレッ
ジ・ポイントを意識したものにできるので
はないか。

な
か
し
ず
か
・
と
お
る

専
門
は
生
態
学
、生
物
多
様
性
。現
在
は
国
立

研
究
開
発
法
人
森
林
研
究
・
整
備
機
構 

理
事

長
。二
〇
一
六
年
か
ら
二
〇
二
〇
年
ま
で
、地

球
研
の
特
任
教
授
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
デ
ィ
レ
ク

タ
ー
を
務
め
た
。二
〇
二
〇
年
か
ら
地
球
研

名
誉
教
授
。な面だけでなく精神的にも健康ストレスの

かかる生活になっているといわれている。
また、都市は、水や食料、マテリアル、エネル
ギーなどの資源だけでなく、防災・減災で
も都市外の流域などに頼りながら、一方で
は二酸化炭素などをはじめとしてさまざ
まな汚染物質やゴミを排出している。こう
した点を含めて分散型社会を考えると、そ
のメリットや持続可能性はひじょうに大き
いのではないだろうか。

ポストコロナの社会の実現と 
地球環境研究
　ポストコロナの持続可能な社会の実現を
地球環境研究、とくに生物多様性や生態系
の面から考えると、以下の3点が重要では
ないか。

1「豊かな」暮らしに対する価値観と
　 その中での生態系サービスの位置づけ
　生態系サービスの中には、市場価値をも
ち、経済的に取引されているものもある
が、経済価値が明確でないものや、経済的
な評価は低くても豊かな生活という観点
からは重要なものがある。健康で、災害が
少なく、ユニークな地域文化の中で暮らす
ことの価値がもっと評価されるべきであ
る。自然資本の重視や、豊かな生活や幸福
度に関する指標の提案など、さまざまな試
みがなされているが、まだ市場価値が優先
されている現状がある。この点は、少なく
ない数の地球研プロジェクトがめざしてき
たテーマといえる。

2    生態系サービスを含んだ
　 ネクサスの理解
　生態系や生物多様性は、再生可能な資源
を生みだし、人間活動によって損なわれる
地球システムの安定回帰をもたらす存在で
あるが、さまざまな資源やその利用システ
ムとリンクしている。非再生可能な資源を
再生可能なものに置き換えるとき、あるい
は食糧や木材など特定の再生可能な資源
の利用を優先させると、他の生態系サービ
スとのコンフリクトが起こり、人獣共通感染
症や災害のリスクとなって表面化する。地
球研の実践プログラム2をはじめとして、
エネルギー・水・食料の資源ネクサスに関

参考文献
Keesing et al. "Impacts of biodiversity on the emergence and 
transmission of infectious diseases", Nature, 468, 2010, pp. 
647-652

Moran, D. & Kanemoto, K. "Identifying species threat hotspots 
from global supply chains", Nature Ecology & Evolution, 1, 0023, 
2017, DOI: 10.1038/s41559-016-0023

J・ロックストローム、M・クルム（武内和彦・石井菜穂子監修、
谷淳也ほか訳）『小さな地球の大きな世界 ――プラネタリー・
バウンダリーと持続可能な開発』丸善出版、2015年

Zinsstag, J. et al. "Mainstreaming One Health", EcoHealth, 9, 
2012, pp. 107-110, DOI: 10.1007/s10393-012-0772-8

しては、かなり研究が進んできたが、これ
に生態系サービスを加えた理解が重要で
ある。SDGsでも、それぞれのゴールやター
ゲットを単独で達成しようとするのではな
く、複数のゴールを同時達成することが持
続可能な社会に至る道筋であることが強
調されている。

3    空間的に不公正な配分の解消
　この問題には、先進国－途上国の関係
と、都市－周辺地域の関係を含む。共通し
て、生態系サービスの評価が低く、経済的
な評価が重視されすぎているために、途
上国や都市の周辺地域が収奪される傾向
にある。一極集中型の社会は、感染症や
災害リスクを高めているだけでなく、他の
生態系サービスの面からみても問題が多
く、生態系サービスの受益とコスト負担の
衡平化をはかる必要がある。実践プログ
ラム2では、公正な資源利用に関する議論
をつづけてきた。すでにABS（Access and 
Benefit Sharing）＊1、レッドプラス（REDD＋：
Reducing Emissions from Deforestation and 
Forest Degradation）＊2やカーボン・プライ
シング、テレカップリングの実態解明（Moran 
& Kanemoto, 2017）やそれにもとづくサプ
ライチェーン情報の開示とESG投資、さま
ざまな環境ファイナンスなどが発展しつつ
ある。今後こうした方向性をさらに包括
的に拡げてゆくことにより、社会全体の
持続可能性やレジリエンスが高くなる。実

＊1　 遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益
の公正かつ衡平な配分（Access and Benefit-Sharing）

＊2　 途上国が自国の森林を保全することで二酸化炭素の
排出量を増加させないことと他の生態系サービスや
住民の利益を保全することに対して、経済的な利益を
国際社会が提供するという国際的なメカニズム

熱帯雨林の多様な樹木（マレーシア・サラワク州、撮影：中静 透）

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学
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　COVID-19は2019年12月30日に中国の
武漢で確認されたが、その直後の2020年1
月10日には、重症急性呼吸器症候群（SARS）
で苦い経験をしたトロントの医療研究者
たちが航空機を介した国際的な感染拡大
の可能性を警告している（Bogoch et al., 
2020）。警告どおりCOVID-19はまたたく
間に世界に拡がり、2020年3月11日に世界
保健機関（WHO）が世界的なパンデミック
であると宣言した。主要国の最初の患者が
見つかった日を示そう。

日本  2020年1月6日
韓国  　　　  1月20日
アメリカ  　　　  1月21日
フランス  　　　  1月24日
ドイツ  　　　  1月27日
イタリア、スペイン、イギリス　  1月31日　など＊1

なんとひと月で全世界に拡がったのである。

人間活動の増大によって 
限界に近づく地球環境
　この背景には1950年以降、急速に拡大
した航空輸送がある。旅客（有償旅客キロ
数）は年率約5％で成長したのである。そ
のため、14年ごとで倍増する（Schäfer and 
Waitz, 2014）。その後、2010～19年の10年
間だと、さらに高い年率6％で成長して
いる（Iacus et al., 2020）。1950年に比して
2019年の旅客は32倍を超えているにちが
いない。2000年以降の世界の国内総生産
（GDP）の総計の伸び率は約4％弱であるた
め、航空旅客はGDPよりも大きく伸びてい
る。このようなグローバリゼーションを支

特集 1
実践プログラム 3

西條辰義（特任教授）

COVID-19と社会のデザイン

実践プログラム3は、暮らしの場、さらには社会・文化・資源・
生態環境との相互連環の場としての生活圏の概念を再構築
し、都市域や農山漁村域など多様な生活圏相互の連環を解
明することをめざす。同時に、それらの生活圏のさまざまな
利害関係者とともに、直面する諸問題の解決や生活圏の持

続可能な未来像を描き、その実現の可能性を探っている。
COVID-19の感染拡大を受けて多くの人が暮らし方や生き方
を見つめなおすいまだからこそ、将来世代にとっての豊かさ
を考えた社会をデザインできるのではないか

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学

＊1　 https://www.worldometers.info/coronavirus/#countries 
および https://en.wikipedia. org/wiki/COVID-19_pandemic_
by_country_and_territory を参照されたい。

＊2　 https://www.imf.org/external/datamapper/G_XWDG_G01_GDP_PT@
FM/ADVEC/FM_EMG/FM_LIDC

＊3　 Deneen （2018）、 伊藤・山内・中島・納富（2020）、 重田（2013）を参照されたい。
（次ページにつづく）

えたのが化石燃料である。 
　こうした20世紀半ば以降の急激な増加
は航空輸送にかぎらない。化石燃料の使用
量、肥料の使用量、人口、実質GDP、自動車台
数などの人間活動を示す指標は、産業革命
以降、とりわけ20世紀の中盤から加速度的
に増大している。これらの人間活動にとも
ない、地球環境問題にかかわる指標、たとえ
ば、大気中の二酸化炭素・窒素酸化物・メタ
ンなどの濃度、海域への窒素流入量、熱帯林
の減少量なども加速度的に増加している。
　ウィル・ステフェンたちは、これらの変化を
グレート・アクセラレーション（超加速）と呼
んでいる。いっぽう、ヨハン・ロックストロー
ム たちやステフェンたちのプラネタリー・バウ
ンダリーの研究では、1万年あまりつづいた
安定的な完新世の環境を維持するために考
えねばならない9つの領域を識別し、それら
の地球環境に対する許容限度を提案してい
る。彼らによると、9つの領域のうち生物多
様性、窒素やリン酸をふくむ生化学物質の
循環などが、もとの状態に戻ることのでき
ない許

tipping points

容限度をすでに超え、気候変動の領
域は限界に近づいているとのことである。

将来世代への負荷は 
いかにして生まれたか
　他方で、主要諸国の債務残高は巨額であ
る。COVID-19以前のデータだが、国際通
貨基金（IMF）によると、日本の債務残高
はGDP比で236％、イタリア、アメリカ、フラン
スは各 1々30%、108%、96%である。＊2日本の
場合、消費税を35～40％ていどに上げ、こ

れを100年つづけることで債務残高が60％
ていどまで解消するという試算もある
（Hansen and I

4

mrohoroglu, 2016）。はたして
どの世代が進んでこれを実行するのだろ
うか。これに加えて、COVID-19対策として、
各国政府は巨額の支出をはじめている。将
来世代の資源を奪うことで現世代の健康
や豊かさを維持しているのではないのか。
　このような将来世代に大きな負荷をかけ
てしまう「将

future failures

来失敗」の背後にある社会シ
ステムのプロトタイプをつくったのはリベラリ
ズムの源流であるトマス・ホッブズ、ジョン・ロッ
ク、ジャン＝ジャック・ルソーらではなかった
のか。「万人の万人に対する闘争」に終止符
を打ち、不平等を容認する社会制度や因循
姑息な規範などの軛

くびき

を断つために社会契約
を結ぶことで、人びとが自由、平等、独立を
得るという構想である。これを支えるのが
国家であり、国家を通じて、自由な市場、（間
接）民主制という現在の社会体制の基礎が
形づくられる。さらには、彼らにさきだつフ
ランシス・ベーコンは、人類が自然を制覇する
という考え方の基礎を形づくっている。＊3

　それでは、地球規模での将来失敗の起源
はどこにあったのだろうか。経済史学者の
R. C. アレン（Allen,  2009）によると、ヨーロッ
パでは14世紀半ばの黒死病で人口が激減
したために、イギリスでは賃金が高騰した。
同時に都市化が進展したため、木材価格が
上昇した。そこでエネルギー源として求め
られたのが、たまたま手近で豊富かつ安価
であった石炭だったのである。炭鉱でた
まる水を汲み上げるために、高価な労働者

https://www.worldometers.info/coronavirus/#countries
 https://en.wikipedia. org/wiki/COVID-19_pandemic_by_country_and_territory
 https://en.wikipedia. org/wiki/COVID-19_pandemic_by_country_and_territory
https://www.imf.org/external/datamapper/G_XWDG_G01_GDP_PT@FM/ADVEC/
https://www.imf.org/external/datamapper/G_XWDG_G01_GDP_PT@FM/ADVEC/
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＊4　 以下、山本（2018）を参照されたい。

「フューチャー・デザイン宇治」は「住民が主体的に地域づくりを考える
きっかけの場」として有志の市民で2019年3月から活動をつづけている

に代わって揚水ポンプを動かしたのが蒸気
機関である。まさに有機エネルギーから化
石エネルギーへの転換が起こり、「産業革
命」を経てさまざまなイノベーションを経験
してきたのである。

おのずと見つめなおすのは 
暮らしの本質
　COVID-19の起源はよくわかっていな
いようだが、コウモリだといわれている。＊4

農耕革命以降、農地の拡大などを通じて、ヒ
トはすでにあった生態系を侵食し、コウモ
リやチンパンジーと出くわし、エイズ（HIV）
やSARSなど、新たな感染症をヒトの社会に
もたらしたのである。自然宿主であるコウ
モリなどと感染症のあいだでは、長期間に
わたり、互いに害をあたえないような共進
化があったはずだが、私たちは、COVID-19
のように、初めて出くわした感染症から多
大な被害を受けることになる。農耕での
利用を目的として野生動物を家畜化した
ために拡がった感染症もある。はしかはイ
ヌ、天然痘はウシ、インフルエンザはアヒルに
起源をもつといわれている。
　一方で、私たちの体は膨大な数の微生物
と共生している。その重さは一人あたり数
キログラムになると言われている。体内の
微生物は一つの臓器に匹敵するくらいの
機能を果たしているのだそうだ。ところが、
この機能が食をふくむ生活の変化、抗生物
質の使用などで錯乱され、さまざまな不都
合が起こっている。
　以上のように、COVID-19のパンデミック
により、私たちの生活にとってなにが本質

なのかを考えざるをえない状況が発生し
ている。命の大切さ、食のあり方、住まい方
など、どのようなラ

  lifeworld

イフワールドをデザイン
すればよいのかが問われているのである。
2020年6月、「フューチャー・デザイン宇治」
という市民団体の会合にオブザーバーとし
てZoom で参加した。5人ていどのブレイク
アウトセッションでは、私たちの生き方その
ものを問う会話を、自然に、しかも真剣にな
さっておられた。奇しくも、5人中3人の方が、
この春以降、近所で一坪から数坪の家庭農
園の土地を借り、野菜などを栽培しはじめ
たとのこと。互いに申し合わせたわけでは
ない。自分と家族の食べるものは、すべて
ではないのものの、自分でつくりたいとの
気持ちがおのずとわいてきたのだそうだ。
　ある女性の方は、これまでは、ときには
東京に行き、コンサートに参加し、おいしい
ものを食べ、買いものをするということを
くり返していたが、「このようにお金を使
うことをほんとうに自分はしたかったの
だろうか」と自問自答するのである。ある
方は、「新型コロナでオーケストラなどの音
楽を生演奏で聴いたことがない世代が出
てきそうだ。自分たちの世代と新世代のあ
いだでは、音楽そのものに対する認識が変
わるのではないか」と話すのである。中国
からの注文が激減した製造業の方は、「物
をつくるということはどういうことか」と
考えはじめているのである。

COVID-19を機に 
分岐点に立つ社会
　たしかに、COVID-19は多くの人びと

の考え方や生き方、ひいては ライフワール
ド そのもののあり方に影響を与えはじめ
ている。ただし、東日本大震災などとはち
がって、COVID-19そのものは、人びとが蓄
積した資本になんのダメージも与えていな
いし、リーマン・ショックのように金融システ
ムの崩壊が起こっているわけでもない。そ
の証拠に株式市場にはほとんどなんの影
響も与えていない。市場は人びとの死を
見る目をもたず、見ているのは、COVID-19
ゆえに儲かる企業や産業である。COVID-
19のワクチンが普及し、COVID-19がインフ
ルエンザみたいなものになってしまうと、
世の中はどうなるのだろうか。もとの木阿
弥になるのではないのか。
　そうではなく、COVID-19を受けて、地球
研の多くの研究者が期待するような、地球
環境問題を解決する新たな社会に向かう
のだろうか。ここで、私たちの社会の根幹
を支えるしくみを再考してみよう。私たち
の社会はいまだに古典的なリベラリストのつ
くった市場や民主制に依拠している。両者
ともに将来を見る目をもたない。将来世代
はいまのマーケットでお金を使うことがで
きないし、選挙では将来世代に重きを置く
候補者は選ばれないだろう。もちろん、ホッ
ブズたちは、自由、平等、独立という理念な
いしは理性から派生する社会のしくみであ
る市場や民主制が将来世代にもたらす負荷、
つまり「将来失敗」を十全に考えていたわ
けではなかろう。また、各々の社会契約論
者の「ものがたり」は論者に応じて個性が
あり、互いにぶつかり合うところもあった。
　しかし、多くの市民は、支配階層に従属
するという考え方を捨て、社会契約論者の
基本理念をサポートし、近代市民社会を築
いてきたのである。この背景には、市民レ
ベルで、これまでよりもよくなるという確
信があったからであろう。COVID-19を受
けて、社会契約論者を超える新たな理念な
いしは理性をベースとし、将来を見る目を
もつ社会のしくみが出てくるのだろうか。

将来世代を考えた意思決定が 
できる社会をつくる
　ホッブズたちとはちがい、共感ベースで
社会を考えたのがデヴィッド・ヒュームであ
る。世代間ではなく、世代内のこととして、

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学
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特集1　実践プログラム3　COVID-19 と社会のデザイン

＊5　國分（2015）第6章を参照されたい。

2019年3月27日に開催した第27回地球研地域連携セミナー（京都）
「フューチャー・デザイン×京都 ―― 持続可能な社会のデザイン」
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ヒュームは、「家族のすべての出費は家長
の指示のもとにあるとはいえ、家長は財産
の大部分を妻の楽しみと子どもの教育に
注ぎ、そのうちわずかの部分を自分自身の
使用や楽しみにあてる」のがあたりまえだ
と指摘する。一方で、このような家族への
気前のよさを簡単には見知らぬ他者には
拡張しないだろう。そのため、家族内の共
感は社会には拡がらない。これを解決する
のがヒュームの「黙

convention

約」である。二人がオー
ルを使ってボートをこぐさい、各々が勝手
にこいではちゃんと前に進まない。とこ
ろが、しばらくあれこれ試みていると、「息
を合わせてこぐ」という黙約が二人のあい
だで生まれる。このような黙約が社会の中
で共有されるなら、他者のことも考えるこ
とができるのである。つまり、社会のルー
ルは人びとの努力でおのずとできあがっ
てくるものだとする見方である。＊5

　この議論は世代間で通用するのだろう
か。たしかに、ヒューム がいうように、親
が自分の食べる分を減らし、それを子ども
に与えることで、親はひもじい思いをする
ものの幸せを感じることにうなずく人は
多いだろう。けれど、これを血縁関係のな
い将来世代にまで拡張できるのだろうか。
そこで、地球研における使い方とは異なる
が、  「たとえ現在の利得が減るとしても、こ
れが将来世代を豊かにするのなら、この意
思決定・行動、さらにはそのように考える

ことそのものがヒトをより幸せにすると
いう性質」を、「将来可能性」と定義してみ
よう。たとえ、ヒトが将来可能性を潜在的
にもっているとしても、市場や民主制の下
では、それが発揮できないのではないのか。
ヒュームによる議論とは異なり、将来可能
性はあたりまえではないのである。

共感で成り立つ社会を設計する
フューチャー・デザイン
　そこで、将来可能性をアクティベイトできる
「共感ベースの社会のしくみ」のデザインが
必要となる。たとえ、人びとの将来可能性
が発現されるとしても、個々人でどの将来
世代をターゲットとしているのかが異なる
可能性がある。これを認めるとしても、将
来可能性が現代社会で共有されうるのだろ
うか。さらには、共有されるとしても、ヒュー
ムがいうように、おのずと黙約ができあが
るのだろうか。将来世代をふくむ課題は、
ひとつは時間軸、もうひとつは同じ時の空
間、つまり時空に拡がっているのである。
　地球研的な見方をもつ研究者もいる。気
候変動を考えてみよう。すでに、私たちは、
科学的な事実のみでは地球環境問題は解
決できないことを知っている。解決をめざ
すさまざまな「ものがたり」があり、ある
ものがたりは他のものがたりを受け入れ
ることができない。そこで、ひとつのもの
がたりを選ぶのではなく、ボトムアップ型の

超学際研究を進めるべきである、とするの
である。つまり、人びとの考え方を変える
のは困難で、たとえ変わるとしても、変わっ
た先のものがたりがみなちがうため、地域
で解決をめざすのである。ケンブリッジ大
学のマイク・ヒューム教授の考え方である。
　他方、もとの木阿弥になる前に、共感
ベースのしくみを設計し、人びとの将来
可能性をアクティベイトし、考え方・見方を
根幹から変え、共感ベースのしくみで理性
ベースの市場や民主制を縛ることをめざ
しているのがフューチャー・デザインである。
日本を代表する経済系の研究者がCOVID-
19を受け、フューチャー・デザインを通じて、
新たな社会のビジョンを提案しているし、
ローマン・クルツナリック（Krznaric, 2020）は
そのような道しるべを示している。
　外的な要因であるCOVID-19で人びと
の考え方は大きく変わろうとしている。だ
とするなら、私たち自身で私たちの考え方
を変えることができるのではなかろうか。
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ハイン●エコヘルス（Eco Health）に近い視
点にワンヘルス（One Health）という考え
方がありますね。概念的には、ワンヘルス
はエコヘルスの一部分だと考えればよいと
思いますが、ワンヘルスは人獣共通感染症
など動物由来の感染症を中心に分析する。
つまり、人間、家畜、野生動物の三角関係の
なかで病原体がどのように動くかを調べ
る。しかし、汚染問題やそのほかの環境問
題と人間の健康についてはあまり考慮し
ない。だから、エコヘルスより少し狭い概
念です。
　それに、ワンヘルスは、プラクティカルな
考え方を用いる。病原体を人間と動物と
で別べつに調

surveillance

査するのではなく、一体とし
てともに調査する組織をつくる。それに、
新興感染症の委員会を国レベルで立ち上
げるなどして、人間の健康を診る専門家と、
動物の健康を診る専門家とを組織的に統
合する。これが、ワンヘルスがめざすとこ
ろですね。
門司●日本では、鳥インフルエンザの感染が
発生し、野生動物が死ぬと環境省、家畜が
死ぬと農林水産省、人に感染すると厚生労
働省の管轄になった。そういったセクショ
ナリズムを排除しようとするのも、ワンヘル
スの考え方ですね。「人間の病気は、もと
をたどれば他の動物の感染症に由来する
のだから、一つに統合して考えよう」と、獣
医師が呼びかけたのがはじまりです。
　ワンヘルスの専門家たちは、「医

pharmaceutical intervention

薬的介入 
（PI）」という医薬的アプローチをとること

特集 2
対談

だれもがより健康に暮らせる
社会の実現をめざして

医療や疾病の視点から捉えることの多い「健康」。地球研は、
暮らしや生態系、生業、食生活などとのかかわりから健康
を捉える「エコヘルス」の研究を展開してきた。新型コロナウ
イルス感染症の世界的大流行の背景には、社会の格差、文

化や価値観の違いなど、人間社会のあらゆる要素が絡まり
あっている。地球研のエコヘルス研究を牽引してきた二人は、
そこに斬新な視座を投げかける

が多いが、人間の社会や環境、行動を変え
ることで健康を改善しようとするエコヘ
ルスは、どちらかというと「非

non-pharmaceutical intervention

医薬的介入
（NPI）」のアプローチ。ワンヘルスのほうが、
より近代科学的な病

germ theory

原菌説にもとづいた
アプローチでしょうね。

感染はあたりまえの生存戦略
ハイン●中静 透さんは、今号の特集1で
「COVID-19は生物多様性の問題だ」と強
調され、そのうえで人間社会のことに触れ

ていますが、私は逆にまず人間社会の問題
であることのほうを強調しておきたいと
思います。人間の開発活動が動物の生息
地を狭くしたり解体したりしたことで、病
原体と野生動物とのコンタクトが増えて、種
をまたいでウイルスが拡がることが可能に
なった。
　COVID-19があっという間に世界に広
まったのは、やはりグローバル化などの人
とモノの流動が激しい世界になったから
だと思います。ワンヘルスが動物由来の感

話し手●門司和彦（地球研名誉教授、長崎大学大学院 熱帯医学・グローバルヘルス研究科 教授）
聞き手●ハイン・マレー（副所長、教授） 
進　行●小林邦彦（研究員）

ラオス国立公衆衛生研究所が実施する村での医療活動。近代
医療依存を強化する面もある（ラオス・サバナケット、2004年）
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染症を中心に分析するのは、このことをう
まく説明していると思います。わずか数
週間で、世界中に病原菌が広まるのは、や
はりおそろしい。
　所得格差や防備の脆弱さなどの問題が
明らかに表れたことが、COVID-19の教
訓の一つだと思いますね。アメリカでは、
COVID-19で亡くなったり重症化したり
する確率は、黒人やヒスパニック系の人の
ほうが、白人とくらべてかなり高い。これ
は生物的な問題というよりも、おそらく社
会の格差の問題です。生物多様性は重要
な側面ですが、人間社会の危機の問題だと
説明できます。
門司●エコヘルスは、「完璧な健康状態は存
在せず、生態系サービスを受けながら人間
が生きているなかで健康は構成される」と
いう考え方です。生物多様性は重要な要
素ですが、寄生や感染は生物の生存戦略な
のだから、たくさんの微生物が人間に侵入
を試みるのはあたりまえのことです。人
類が「ホモ・サピエンス・サピエンス」の時代
から20万年、30万年生きるなかでくり返
されてきたことです（当然、それ以前も）。
　現代人は、かつてほど野生生物に直接に
コンタクトしませんね。アフリカの人たち
は野生動物の食肉、ブッシュ・ミートをいま
も食べていると指摘されますが、アフリカ
の人にかぎらず、かつての人類はみなブッ
シュ・ミートを食べていた。
「野生動物とのコンタクトが増えたのは、開
発で自然と人間とが近くなったからだ」と
いう人もいます。でも、「本当にそうだろ
うか」と、私は思ってきました。病原体の
人間の体内への侵入はどの時代にもあっ
て、近代になって急に増えたわけではない
はずです。ただ、侵入後に早く拡がるリス
クはたしかに増えました。
　感染症が怖いのは、孤立した地域で未知
の病原体が増えて、世界に広まることでし
た。大航海時代には、アメリカやオセアニア
の先住民が、感染症で亡くなった。いまの
世界は、これだけ人がまじりあって暮らし
ているのだから、感染症の世界的な流行は
起こらない、もし致死率の高い感染症が現
れたとしても、ある地域で人が亡くなる状
況を受けてWHO（世界保健機関）などを
中心に対策を立てれば、世界的な被害は少

なく収まると考えていました。
　けれども、COVID-19には二重人格の性
質があった。みんなに感染しやすく、ほと
んどの人は重症化しない。ところが、片方
では1、2割の人、とくに高齢者や持病のあ
る人が重症化し、亡くなる。だから、世界
の死者数が100万人に達してしまった。初
期段階の対応をまちがえなければ食い止
められたかもしれませんが、いまに至って
は、この事態にどう対処するかは考えなく
てはいけない。
　ハインさんがおっしゃるように、世界
中に拡がった背景には人間社会の問題が
あると思います。生物多様性が低いから
COVID-19が拡大したとは思わないし、生
物多様性が豊かでも感染拡大は起こると
思う。これは人間の自然とのかかわり方
の問題です。
ハイン●インフルエンザのほうが圧倒的に
感染拡大の可能性があったのに、COVID-
19がこれだけ蔓延するのは不思議だと思
います。完全には解明されていませんが、
COVID-19はコウモリから人間に感染した
とされています。インフルエンザ・ウイルス
には種類がたくさんあるうえに、感染には
家畜という要素も関連しています。

　ベトナムや中国、インドなどの田舎では、
ニワトリなどの家畜の数が急激に増えて、
この40年ほどで人口密度も動物密度も高
い地域になった。そこから人間に感染す
る新たなインフルエンザ・ウイルスが生まれ
るであろうと考えられていた。けれども、
おそらく数年前まではコウモリのあいだだ
けに存在していたコロナウイルスが、人間
に感染した。これにはアンラッキーな面も
あると思います。

感染症の背景にある暮らしと社会
門司●私たちの思っている以上の頻度で、
たくさんの微生物が生存戦略としてさま
ざまな種に侵入しようとしています。人
間はこれに対応しなくてはならないのに、
SDGsの169のターゲットには、この視点は
入っていなかった。これは反省しなくて
はいけないと思います。
　ただし、エコヘルス研究での私の主義は、
起こるかもしれないものに対応・準備する
よりは、実在する課題に対応するほうが実
質的だというものでした。先進国では治
せても、熱帯の途上国では治せない病気が
ある。その治療技術や予防方法を途上国
の社会に適応させることが現実的対応だ

郡病院でのスタッフ研修（中央・県・郡・保健所・コミュニティ）。全レベルの協
力があって、地球研プロジェクトが成り立つ（ラオス・ソンコン郡病院、2004年）

特集2　対談　だれもがより健康に暮らせる社会の実現をめざして
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と思うのです。でも、世界的に大流行して
しまうと、世の中はCOVID-19一色ですね。
ハイン●門司さんには、シンデミック（貧困
など社会的要因と伝染病などとの相乗的
な作用＝シナジーとエピデミックを合わせ
た造語）についての論文を事前に送っても
らい読みました。医療人類学者のメリル・
シンガーの定義ですね。
門司●これを受けて医学雑誌『ランセット』
のリチャード・ホートンが、「これはパンデミッ
クではなくてシンデミックだ」と主張しま
した。
　COVID-19の感染や感染にともなう死
亡は、世界で均一に起こっていません。貧
しい人や、アメリカでは黒人やヒスパニック
の死亡率が高いのは、そういった人には肥
満や、糖尿病などの非感染性疾患をもつ人
が多い。仕事も休めない。病院にも行けない。
社会的要因や病気の発症原因の偏在とと
もに、COVID-19は流行を起こしている。
　この流れは、日本人がCOVID-19で重症
化しにくい理由と関連しているかもしれま
せん。社会の脆弱性や患者がもともと抱え
ている病気をわきまえた対策が大切ですね。
　だれもが病院に行けて、健康的に暮らし、
感染者数を少ない状態にする準備が重要。
つまり、COVID-19をもっと広い目で見な
くてはいけない。これは、貧困と病気の原
因とを関連づけて考える社

social epidemiology

会疫学のアプ
ローチです。エコヘルスにもつながる考え
方です。
ハイン●インフルエンザでも毎年多くの人

が亡くなりますが、その死因は肺炎など。
つまり、バクテリアによる病気です。インフ
ルエンザ・ウイルスが体に入って人体が弱
ることは、体内にすでに存在していた細菌
の活動のチャンスです。その細菌の活動が
人を死に至らせるのです。
　HIV・エイズの患者は免疫力が弱くなっ
て結核にかかりやすいのも同じです。二
つの病気が一人の患者の体で相互作用を
起こす、そういうわかりやすい例です。加
えて、門司さんが指摘されるように、だれ
が病気になりやすいか、どの地域で広まる
かは、貧困問題や戦争など、特殊な社会状
況のもとで決定される。
　COVID-19は、まだしっかりとわかって
いないことが多くて、一つの要素ですべ
てを説明するのはむずかしい。生物的、医
学的な理由はまだわかっていないかもし
れないが、食生活がしっかりしていない
人、貧しくて栄養のある食事ができない人
は免疫力が低い。それに、すでに生活習慣
病などの人が病気になりやすいというの
は、COVID-19が重症化する一つの要素で
しょうね。
　かつては、アメリカで市民の健康状態を
もっとも予測しやすいデータベースは、郵
便番号だとされていた。つまり、だいたい
同じ地域には、経済社会的に同じような
階層や同じ民族が集中しているからです。
しかも、ひどく汚染されているなどの複数
の要素が集中する場所では、住民の寿命が
短い、病気にかかりやすい、子どもの成長

が遅いなどの特徴が見られる。かなり怖
い話なのですよ、これは。収入格差だけの
問題ではないのです。
門司●たとえば、東京の山谷や大阪の西成
区では、結核の死亡率がとても高い。この
傾向がアメリカ全土で見られるわけです。
　COVID-19対策は、そういう被害を受
ける弱い人たちをサポートし、そこでの感
染を防ぐ手立てを考えなくてはならない。
これが短期的に取り組むべきことです。
　長期的には、みんなが健康に暮らせる社
会をつくる。これが地球研の使命であっ
てほしいと思います。

「だれ一人取り残さない」 
世界のあり方
小林●SDGsがめざす「だ

leave no one behind

れ一人取り残さ
ない」というスローガンがあります。ウイ
ズ・コロナ、ポスト・コロナと関連して、これ
をどう考えるべきでしょうか。
ハイン●「だれ一人取り残さない」は、スロー
ガンとして重要だと思います。SDGsその
ものは政治的な話し合いの結果として設
定されたから、目標の数値が実態と一致し
ていない矛盾があるなど、問題はあると思
います。けれど、「こういったスピリットで
取り組んでほしい」というスローガンがあ
ることが重要だと思う。
　SDGsの視点から離れて、社会のなかで
の科学のあり方について話したいと思い
ます。COVID-19には、ウイルス学、微生物
学、疫学などのディシプリン・ベースの科学
研究が関係している。たいていの国では、
そういう専門家が委員会や分科会などに
入って、政府の決定にあるていど貢献して
いる。ところが、こういう委員会は医学的
な知識が主で、ほかの要素は考えていない。
もっと多様な分野の視点が必要でしょう。
　なかでも私が気づかされたのは、倫理
に関する研究の重要性です。オランダで
COVID-19の第一波がピークに向かうこ
ろ、政府と専門家による委員会がたいへん
な検討をしていた。感染者数の増加がこ
れ以上ひどくなれば、「70歳以上の患者は
一切治療しない」との決定が必要かもしれ
ないと。政治家、官僚はその責任をとりた
くない。専門家も「そんな決定は、われわ
れの役割ではない」と。

第1回アジア・エコヘルス研究フォーラム（中国海口市、2018年11月）

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学
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　これはむずかしい意思決定ですね。で
も、だれかが決めないと、責任を医者個人
に押しつけることになる。決定権をだれ
に与えるかは正解のない問題ですが、研究
者、とくに哲学者、倫理学者がこの議論を
主導したりファシリテーションしたりする
ことは重要です。地球研で超学際研究を
うち出すなかでも、倫理的な側面が大きく
問われる状況はあまり考えていなかった。
しかし、科学のあり方や社会とのかかわり
方についての新しい視点が生まれてきた
と思ったのですよ。
　統計的には、亡くなる人は80歳以上が圧
倒的に多くて、その次は70歳代。SDGsの
話に戻ると、こういった高齢者層も、取り

残される新しいグループの一つとも考え
られる。新しい次元ができたとは思いま
すね。
門司●おっしゃるように、SDGsはスローガ
ンとしてはよい。けれど、COVID-19が突
きつけたのは、すべてのことは国レベルで
決まって、国ごとに成功・失敗がさまざま
なかたちで表れるなかで、「だれ一人取り
残さない」はどうすれば達成できるのか。
きれいごとにすぎないのか。これを国連
も、私たちも真剣に考え直さなくてはなら
ない。さらに日本は、「世界にどのように
貢献できるのか」を考えなくてはいけない。
政府開発援助（ODA）は、人員の感染防止
のために、国外に派遣して援助活動をして
いた人たちを引き揚げさせて、現地に貢献
できない状況になりました。それが、どの
ような結果をもたらすのかをみてゆく必
要があります。
　WHOの批判を言いだすときりがありま
せんが、WHOも含めて国連組織全体のあ
り方を考え、グローバリゼーションとはなに
かの問いに対応することも大切です。地
球研は「地球のことを考える」という使命
があるのですから、国連にも新しい考え方
を入れていただければありがたい。私た
ちも協力したいけれど、むずかしい話です。

価値観が異なると 
リスクの認識も異なる
ハイン●最近は行動変容の話がよく出ます
が、私はそもそも、その話があまり好きで
はない。個人が行動を変容できる範囲は
限られていて、しかも状況や制度によって
あるていど導かれると思う。たとえば、「み
んなで電車に乗ろう」と呼びかけても、そ
もそも電車が走っていない地域ではそれ
はできない。（笑）行動変容そのものを否
定するわけではないが、その国の文化や人
が置かれている社会的な状況があるなか

で、画一的に行動変容を押しつけること
はあってはならないのではないかと思う。
行動変容というのは、「個人」によるもの
だけでなく、政府や組織など、制度的な側
面を含めて考えてゆく必要がある。
「行動変容」という言い方は、個人の責任に
頼りすぎる面はある。魚など動物由来の感
染症の感染サイクルを断ち切ることは、そも
そも簡単なはず。たとえば、魚を生で食べ
ることが感染につながるとは、直感的には
わからないし、「魚をどうしても生で食べた
い」、「生のほうがおいしい」、「お酒を飲む
なら生がいちばん」といった文化もある。
　COVID-19が出てきた当初は、怖がって
個人レベルでもみんなが予防措置をとっ
た。けれど、感染拡大が少し収まって、若
い人は比較的に軽症ですむとわかったら、
行動変容はむずかしくなった。
門司●COVID-19で私がいつも指摘するの
は、「換気」すなわち、「二酸化炭素濃度」
の重要性と、「鼻呼吸をしなさい」という
ことです。会話や飲酒、食事で、人間は口
呼吸をします。口呼吸では、少量のウイル
スが肺や気管支の奥まで入る可能性があ
ります。とにかく口を閉じて、すばらしい
天然マスクである鼻で呼吸することが大
切だと思います。ヨーロッパの肥満の人が
症状を悪くしたのは、口呼吸が原因ではな
いかと疑っています。これは実験しなく
てはいけません。いま、みんな屋外でもマ
スクを着けていますが、これにどれだけ意
味があるのかは不明です。
ハイン●日本のよいところは、マスクを着け
ることにほとんどの人があまり抵抗感な
く、素直に着けること。もともとマスクを
着けることに慣れていた面もある。ヨー
ロッパでは、場所によってマスクの着用が
義務づけられたり推奨されたりしている
が、どういう状態でマスクが必要かのわか
りやすいアドバイスがない。それが混乱の
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理由の一つではないかと思う。リスク・コ
ミュニケーションとして、「いつでも、どこ
でもマスクをしましょう」というメッセー
ジは徹底させやすい。
門司●人類はいま78億人ほどいて、年間約
6,000万人が亡くなる。COVID-19の死者
数が100万人に達したから、60分の1の確
率でCOVID-19によって亡くなっている。
人類滅亡を考えると、78億分の100万の確
率。タバコが原因の死者数は年間に300万
から400万人とされています。だから「そ
んなに低い確率でマスクをするのか」と考
える人もたくさんいます。地球環境問題も
含めていろいろな複合リスクがあるなかで、
どのリスクに対して人間が行動を変容する
かは、深遠な、かつおもしろい問題ですね。
　感染予防のための行動変容は、生態系
サービスや生態系リスクに対する個人ある
いは社会の対応の一環だと思えば、中静さ
んの「COVID-19は生物多様性の問題だ」
という主張に関連します。ハインさんの
指摘のように、人間社会の問題だという見

方もできます。なにをリスクと考えるかは、
個人あるいは社会の価値観によってちが
う。それぞれの立場や損得も絡んでいる。
そこを議論しながら、どの方向にもってゆ
けばよいかを考える。正解はないものの、
そういったなかで私たちは生きていると
思います。

根本を見極めるのが研究者
門司●地球環境問題にしても、「ナレッジ・
トゥ・アクション」で、行動を起こすためにみ
んなで話しあうことが必要だと思います。
それぞれの人間の価値観はちがうのだか
ら、「地球環境はすごく大切だ、だからこ
うしなくちゃいけない」と押しつけるもの
ではありません。
　ドナルド・トランプ大統領が出てきて以来、
知性主義、反知性主義、エセ知性主義のち
がいがわからなくなってしまった。民主
党の主張も、正しいけれど現実的ではなく、
嘘くさく感じる人も多いと思います。「地
球環境問題も重要だ」というが、「よい生

活をしているあなたたち（私たちも）が負
荷をかけているからでしょう」と返したく
なる。国連も自己反省なしに、「だれ一人
取り残さない」と主張する。私のSDGsの
定義だと、国連ファミリーが持続可能であ
るために取り組んでいるものでしかない。
「Goals for the UN family sustainable! （国連
ファミリーが持続可能にあるために）」、こ
れではおかしい。（笑）ぜひ、真っ当な知性
主義が復活してくれることを願っていま
す。それは、行動する知性主義でなくては
いけないと思っています。
ハイン●アメリカの事例でいうと、紛争・分
裂が注目されてしまう。アメリカの環境に
関するパフォーマンスが世界によくない影
響を与えています。民主党は少しマシだ
けれどね。国連にもいろいろな問題はあ
るのですが、「これはだめだ」と否定する
のではなくて、問題の原因はそもそもどこ
にあるのかという意識で私たちは捉えな
ければならない。それが研究者の役割の
一つだと思います。

〈2020年9月30日、オンラインにて開催〉

イランの遊牧民

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学
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　マルチスピーシーズ民族誌家として知ら
れるセリア・ロウは、2003年に起きた鳥イン
フルエンザ（H5N1）流行についての論文で、
「複

multispecies clouds

数種の雲」という少し変わった概念を
提唱している (Lowe, 2010)。これは人間と
ウイルスに加えて家

か

禽
きん

や野鳥などの複数種
が、互いに絡まり合いながら変容を遂げて
ゆくようすをとらえた概念である。いか
にもつかみどころのなさそうな雲のメタ
ファーは、じつはウイルス学からの借用で
ある。インフルエンザウイルスやコロナウイ
ルスでは、遺伝的な変異が著しく頻繁に起

こる。その結果、これらのウイルスは、きわ
めて多様な遺伝的な変異を内包した群を
形成している。つまりそれは、多

quasispecies

種性を内
包した群である。また環境に応じて遺伝
的変異の分布をダイナミックに変化させな
がら自己複製をくり返す、それらの群の特
性を、ウイルス学者は雲

clouds

という語で表現す
る。分子ウイルス学においては、あるウイル
スが（鳥からヒトへというように）異なる
種への感染を確立したり、ワクチンへの耐
性を獲得したりする過程を分析するさい
には、特定の分子配列を標的とするのでは

なく、多様な遺伝子配列を内包した「雲」
を分析の単位とせねばならない (Martínez 
et al., 2012)。
　ロウは、この「雲」の概念を拡張して、イ
ンドネシアにおけるH5N1流行を記述する
ために用いている。H5N1流行は、人間と
ウイルス、鳥類などの複数種を内包する現
象であり、そこでは分析の単位は、刻々と
変化するダイナミックな異種集合体として
の「複数種の雲」でなければならない。時
間の経過とともにウイルスのふるまいが変
化するのと同様、人間のふるまいも、公衆

特集 3
論考

西 真如（京都大学大学院 アジア・アフリカ地域研究研究科 特定准教授）

パンデミックの民族誌

2020年度からスタートした地球研のFS研究「脳神経疾患
に対する『ケアの生態学』アプローチ ―― 生態社会環境に
埋め込まれた包括的ケアのモデル構築」では、 地球上の多様
な生態 − 社会環境と密接に関係した健康問題を解決するた
めの研究と実践の枠組みとして「ケアの生態学」を提起して

いる。このプロジェクトではアフリカのてんかん性脳症に加
え、COVID-19流行下における自閉症者のケアの環境の調査
研究もはじまった。ケアの生態学からみえるパンデミックの
民族誌という構想は人間と非 -人間を包括する世界の見方を
示している

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学

（次ページにつづく）

児童遊具の前に張られた立ち入り禁止のテープ。COVID-19流行下では活動自粛
要請や一斉休校措置に加え、多くの公共施設が閉鎖された（2020年6月、筆者撮影）
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衛生介入や政治的な意図に応じて刻々と
変化するだろう。このような複数種の絡
まり合いとして展開する感染症流行を描
き出す試みが、パンデミックの民族誌なの
である。 

マルチスピーシーズ、 
科学技術、生権力
　民族誌の方法で「複数種の雲」を効果的
に描き出すためには、いくつかの分析の枠
組みを組み合わせる必要がある。その道
具立てには、少なくともマルチスピーシー
ズ、科

science, technology and society studies

学技術社会論（STS）、そして生権力
が含まれる。マルチスピーシーズ論は、人間
の領域である文化と、人間ではない生物や
事象の領域である自然との二元論を乗り
越えようとする思想的な潮流の中に位置
づけられる。そもそも私たちが「人間」と
か、「人間社会」と呼ぶものが、人間以外の
多様な生物種との相互作用を抜きにして
生成した試しはない。人間は適切な腸内

細菌叢の働きなしには健康な身体を維持
することができないし、家畜をはじめ複数
種との関わりを抜きにして、人間社会の技
術や制度が形づくられてきた過程を理解
することもできない。そしてウイルスは、健
康や生命に対する脅威であるだけではな
く、人間を含む生物の進化のプロセスや、人
間社会の歴史的な変動に寄与するエージェ
ントでもある（ここでいうエージェントとは、
そのふるまいによって何らかの効果を生
み出す者というくらいの意味である）。
　STSは、ある社会において科学的な知識
や技術がどのように形づくられているか
を問うための議論の枠組みである。ここ
で「社会」とは人間社会のことではなく、
人間と人間ではない生物やモノとが、互い
に影響し合いながら形づくる社会のこと
である（ラトゥール、2008）。たとえば、新
型コロナウイルス感染症（COVID-19）流
行初期における感染対策は、どのように形
づくられただろうか。日本のいくつかの

地方自治体では、実効再生産数（Rt）やK
値のような、感染のふるまいを線形的にあ
らわす指標にもとづいて活動自粛のレベ
ルを「客観的に」決定するしくみをつくろ
うとしたが、その結果は思わしくなかった。
流行が再燃する兆しが見えると、指標の計
算方法を改変したり基準を緩めることで
活動自粛を回避した自治体もあった。こ
のことから学べるのは、多種性を帯びたウ
イルスが内包する不確定な性質や、活動自
粛が生みだす負の効果をめぐる人びとの
論争、そしてそれらの要因を内包する「複
数種の雲」のダイナミックな性格と切り離し
て、感染症流行についての有効な知識や技
術を形成することはできないということ
である。結果的には、ようすを見ながら指
標をいじり回すほかに、現実的なやり方は
なかったのである。
　生権力あるいは生政治は、人間の身体や
そのふるまいに直接的に介入する権力や
政治のことである。2020年の春以来、感染
症流行への介入は、人間の生き方そのもの
への介入であると同時に、人と人との関わ
り方への介入でもあることを、私たちは嫌
というほど思い知らされてきた。COVID-
19への介入にかぎらず、現代的な公衆衛
生は、国民一人ひとりの行動を規律したり、
集団中の病気のふるまいを監視すること
で成立している、生権力／生政治的なプロ
セスである。
　おもに生権力の切り口から香港と中国
本土におけるインフルエンザ流行を描き出

ウガンダ北部での調査風景。日本からの共同研究者、現地の
協力者とともに調査の打ち合わせ（2019年8月、筆者撮影）

アフリカ諸国のうち、オンコセルカ関連てんかん（うなづき
症候群およびナカランガ症候群）の流行が確認された、ある
いは流行の疑いが報告された国（緑に着色。Föger et al. 
2017により筆者作成）

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学
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することが、私の目下の関心である。以下
では、私が共同研究者とともに取り組んで
いる、アフリカのてんかん性脳症に関する
研究について（パンデミックの民族誌とい
う本稿の主題からは、少しそれてしまうも
のの）かんたんに説明したい。そのうえで、
目下のCOVID-19流行に直接関連する取
り組みとして、自閉症者のケアの環境に注
目した研究を紹介することにしたい。

てんかん性脳症の流行
　ウガンダ北部では2003 年から2012年こ
ろにかけて、うなづき症候群と呼ばれる原
因不明のてんかん性脳症の流行が起こっ
た。患者は進行性の脳神経障害を患って
おり、種々の発作に加えて知的障害や運動
障害をともなう。最近になってこれは、寄
生虫Onchocerca volvulus への感染が引き
起こす自己免疫性疾患ではないかと考え
られるようになった。この寄生虫は、河川
で繁殖するブユが媒介する回旋糸状虫の
一種である。この見解を前提とすれば、う
なづき症候群はオンコセルカ関連てんか
ん（OAE）という、より広範な疾病群の中に

位置づけられる。またOAEの流行が疑わ
れる地域は、ウガンダのほかタンザニア、南
スーダン、コンゴ民主共和国、カメルーンな
ど、アフリカの十数か国にまたがる。
　ただしこれらの地域において、寄生虫は
てんかん性脳症の発症を促す潜在的な負
荷のひとつでしかないこともわかってい
る。じっさいには、人びとの（脳神経系の）
脆弱性を高めるような複数の要因が作用
したときに、OAEの流行が起こる。たとえ
ば流行が起こった当時のウガンダ北部は
内戦下にあり、住民の多くは低栄養や暴力
に晒される劣悪な環境下での生活を強い
られていた。この紛争に起因する心身スト
レスが、流行のもうひとつの引き金となっ
た可能性がある。また南スーダンやカメ
ルーンの流行では、ダム建設にともなう生
態環境の変化が、OAEの流行を引き起こし
た可能性が指摘されている。
　この事例では、人びとの脆弱性は脳神経
系と免疫系のような生物学的要因に加え
て、寄生虫への曝露を左右する生態要因や
紛争などの社会的要因を含む複数領域に
関連している。私たちは本年度の地球研

した民族誌として、フレデリック・ケックの
『流感世界』（2017）がある。ケックは2007～ 

2008年にかけて香港に滞在し、ウイルス研
究者や行政の役人、医師、農場経営者、市
場の小売業者といった人びとへのインタ
ビューを実施したほか、養鶏場や鳥市場で
の観察にもとづいて同書を執筆した。鳥
や豚から人間へ、種を超えて流行するイン
フルエンザウイルスを監視する公衆衛生体
制について、ケックは「歩

ほ

哨
しょう

」という概念を
用いながら的確に説明している。歩哨とは、
もともと軍事用語であったものを、免疫学
において異物の侵入を監視する免疫細胞
の役割を説明するために流用したもので
ある。ケックはその概念を、パンデミックへ
の監視体制を説明するために再流用した
のである。

人間の脆弱性
　文化人類学者の奥野克己によれば、パン
デミックの民族誌とは、「人間、動物、病原
体が絡まり合って入り乱れ、死が生を支え、
生はいつの間にか死を生むという、常なら
ざる人間以上の世界」を探究することであ
る（奥野、2020、p.213）。マルチスピーシー
ズ的探究を重視する奥野から見れば、生権
力の視点からパンデミックに切り込むケッ
クの記述は、ウイルスや鳥が果たす役割を
充分に描き出しておらず、人間中心の議論
に傾きすぎている。
　奥野のこの指摘は、私の胸にも響くと
ころがある。私はこれまで、エチオピアの
HIV流行を題材として、おもに生権力論に
依拠した議論を展開してきた（西、2017）。
アフリカにおける抗HIV治療の展開が、同
時代の人びとの生き方をどう形づくった
かを跡づけたこの研究で「できなかった
こと」のひとつが、マルチスピーシーズの視
点を導入することであった。私はその経
験をふまえて、後述のとおり寄生虫が引き
起こすてんかん性脳症の流行に関する研
究に踏み出した経緯がある（西、2020）。
　そのうえで、医療人類学者としての私の
関心は、「複数種の雲」についての研究の
中に「人間の脆弱性」というテーマを織り
込むことにある。複数種が絡み合う社会
という分析枠組みから退却することなく、
人間の脆弱性にフォーカスした研究を展開

特集3　論考　パンデミックの民族誌

（次ページにつづく）

ウガンダ北部の調査地風景（2019年8月筆者撮影）
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うべきではないだろう。人間はそれぞれ
に変化に対して脆弱な面をもつ。たとえ
ば自閉症を含む発達障害は、対人コミュニ
ケーションの困難をはじめ、認知や行動上
のさまざまな診断に関係するカテゴリー
であるが、認知科学者の川崎真弘らによれ
ば、その本質は脳の機能的特性に由来する
イ
inflexibility

ンフレキシビリティ、すなわち変化への
適応困難である（Kawasaki et al., 2017）。自
閉症者のなかには、日常のルーチンに対
して強いこだわりをもち、変化に対して
困惑したり、パニックをおこすこともある。
COVID-19流行下での活動自粛の要求が、
自閉症者とその家族を疲弊させる結果と
なったのは偶然ではない。
　自閉症者にかぎらず、人間はだれしも、
行動変容に対して無限の柔軟性をもつわ
けではない。COVID-19介入のむずかし
さは、まさにその点にある。未知のウイルス
との交渉における挑戦は、医薬品によって
ウイルスを一方的に排除する介入とも、人
間が一方的に行動変容を迫られる介入と
もちがうやり方で、ウイルスとの交渉を実
行することであるように思われる。本FS
研究では、COVID-19流行に対してレジリ
アントなケアの環境を究明することで、こ
の問題にアプローチする。ここではレジリ
アントということばを「困難な状況の下で
も人間の脆弱性をきちんと補ってくれる」

ウガンダ北部の村で、てんかんをもつ子が砂の上に描いた絵。患者の生活ぶり
はさまざまで、学校に通ったり家事や生業の手伝いをこなす者もいれば、この絵
の作者のように、座って過ごす時間が長い子もいる（2018年8月筆者撮影）
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予備研究（FS）「脳神経疾患に対する『ケ
アの生態学』アプローチ──生態社会環境
に埋め込まれた包括的ケアのモデル構築」
において、寄生虫由来のてんかん患者とそ
の家族が抱える脆弱性の緩和を目的とし
た調査および介入手法の開発に取り組ん
でいる。

COVID-19流行と 
自閉症者のケアの環境
　上述のFS研究では、COVID-19流行下に
おける自閉症者のケアの環境についての調
査研究にも取り組んでいる。流行初期の日
本社会では、一斉休校や緊急事態宣言、およ
び活動自粛にともなう混乱によって、自閉
症者とその家族が築いてきたケアの環境が
極端に撹乱される事態が起こった（Nishi, 
2020）。この事例は、「複数種の雲」のダイナ
ミズムに人間の脆弱性がどう絡み合うかを
知るうえで、たいへん示唆的である。
　ワクチンや治療薬が存在しないCOVID-
19流行に対してはこれまで、人間の行動
を標的とした種々の介入が実施されてき
た。ウイルスの不確定性に対峙する人間が、
柔軟な行動変容によって生き延びようと
することは、「複数種の雲」が示すダイナ
ミズムの一面として了解することができ
る。とはいえ、いわゆる「新

new normalcy

しい日常」を、
個々人の行動変容の問題に還元してしま

というような意味で用いている。
　まずは流行初期に自閉症者のケアの環
境がどのように攪乱されたかをつぶさに
解明することで、それぞれの日常を支えて
いたアクターについて理解することができ
るだろう。ここでいうアクターとは、ケア
に参加する人やモノのことである。つまり
自閉症ケアの環境を構成するアクターは人
間だけではなく、さまざまな生物、食品、道
具、場所などを含む。パンデミックに対して
レジリアントなケアの環境を構成する諸ア
クターの配置について知ることが、研究の
ひとつの目標となる。新しい日常とは、為
政者や専門家が融通無碍に人びとの行動
を操作できる社会のことではないはずで
ある。私たちが必要とするのは、パンデミッ
ク下で人びとの生き方をいたずらに撹乱
したり、断絶を招くことのないケアの環境
を構築することであるように思われる。
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　半年前にはまったく想定もしていな
かった事態というものは、自然災害などで
はありえるかもしれない。しかし全世界
の全人類が遍く影響を受け、しかも、唯一
の根本的解決である特効薬やワクチンの開
発をふくめ、いまの危機的状態がいつまで
どの程度の深刻さでつづくのかが見えず、
もはや完全な復旧はありえないというの
は、少なくとも64年生きてきた筆者にとっ
ても初めての経験である。
　この未曽有の新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）については、『地球研ニュー
ス』81号の安成哲三所長の予告編につづ
き、地球研特設ホームページで所員からも
報告が次つぎと出されており、各プログラ
ムでの関連研究会なども開催されている。
2020年1月中旬に国内初の感染者が確認
されてから本稿執筆までの6か月間に国内
外の感染状況や社会情勢、各国政府・自治
体の対応は大きく変化し、本号刊行時点に

もまた変わっているであろう。
　以下では、2020年7月中旬に行なわれた
日本地球惑星科学連合（JpGU）緊急特別4
セッションのうち、筆者の発表をふくめ地
球研の研究内容ともっとも関係したセッ
ション「新型コロナウィルス感染症と地球の
環境・災害」について報告する。（以下敬
称略）

新型コロナウィルス感染症と 
地球の環境・災害
2020年7月13日（月）14:15 ～15:45
コンビーナ
松本 淳（セッション代表、
 東京都立大学 都市環境科学研究科 教授）
高橋幸弘（北海道大学 大学院理学研究院 教授）
和田 章（東京工業大学 名誉教授）
山中大学（地球研 上級研究員／神戸大学 名誉教授）

　このセッションは、JpGU地球人間圏科学
セクション（地球研が深く関係するフ

Future Earth

ュー
チャー・アースなどもカバーしている）と
防災学術連携体（日本学術会議 防災減災
学術連携委員会および58の学術団体が連
携）との共同で、感染の実態やそれに対す
る社会の対応、COVID-19と地球環境や自
然災害との関係といった視点をふまえて
今後の人間社会のあり方を議論すること
を目的とした。世界・国内の感染実態に関
する2件、今後の社会・防災・学術に関する
3件の招待講演が組まれ、日本国内の広範
な分野・参加者間で意識の共有をはかるた
め、講演・討論は日本語で行なわれた。＊1 
以下の報告は、山中の主観が含まれている
ことを了解願いたい。

人口密度に比例した総感染者数分布
と今後の人類圏への示唆
山中大学
甲山 治（地球研 准教授・熱帯泥炭社会プロジェクトリー
ダー、京都大学 東南アジア地域研究研究所 准教授）
杉原 薫（地球研 特任教授・プログラム1ディレクター）

　人口密度の逆数の平方根で定義する
「平均対人距離」（MPD）は、地球全陸地に
ついてはインドネシア泥炭地域と同様な
100mていどになる。一方で、東京やジャカ
ルタなどの巨大首都圏では平均でも10m
ていど、各都心繁華街や通勤交通機関では
さらに小さく、COVID-19飛沫感染リスク
の高い1～2mとなる（図1参照）。
　日本47都道府県、インドネシア34州、欧
州（WHO区分）54国、米国55州・領土に
ついて3月中旬以降の総感染者数を解析す
ると、土地利用形態や貧富格差、解析対象
面積にちがいがあるにもかかわらず、第一
義的には人口密度への比例（MPDの逆2
乗）関係を得た。日本で感染拡大がいった
ん終息に転じた5月末に対応する比例係数
からは、1㎢ていどの面積内の全住民が感
染すると示唆された（図2参照）。この値
はインドネシアでやや大きく、欧米では2桁
ほど大きい。北海道やインドネシア泥炭地
域は、支庁別など下位行政単位で見ると他
と似た分布になる。これらから、今後の「街
路のソ

social distancing

ーシャル・ディスタンシング」や地方
分権による首都一極集中の解消が、感染症
にかぎらず自然災害に対しても有用であ
ると主張した。

＊1　 各講演の予稿（和英両方）は、https://confit.atlas.jp/guide/event/jpgu2020/session/U24_25PM1/class
に公開されている（本稿執筆時点。今回は臨時措置が多く今後変わる可能性もある）。

特集 4
報告

報告●山中大学（上級研究員）

地球人間圏科学の叡智を活かし
COVID-19と共生する社会を設計する

日本地球惑星科学連合（Japan Geoscience Union、以下
JpGU）は、地球惑星科学を構成するすべての分野および関
連分野の研究者・技術者・教育関係者・科学コミュニケータ、
学生や、関心をもつ一般市民からなる学術団体だ。地球惑
星科学は「宇宙惑星科学」、「大気水圏科学」、「地球人間圏科
学」、「固体地球科学」、「地球生命科学」やこれらに関連する分

野から構成され、関連学協会は国内だけでも50以上にのぼ
る。JpGUはそれらを束ね、個々の分野を超えて交流する場
となっている。年に一度、米国地球物理学連合（AGU）と共催
する合同大会は、今年はオンラインでの開催となり、COVID-
19に関連した特別セッションも開催された。地球惑星科学の
視点から展開された議論の一部を紹介する

   COVID-19特集号　感染症と地球環境学

日本地球惑星科学連合（JpGU）- 
米国地球物理学連合（AGU）
2020年合同大会

2020年7月12日（日）～16日（木）
＊緊急特別セッションは13日（月）に
オンラインセミナーにて開催
大会の詳細はこちら
https://confit.atlas.jp/guide/event/
jpgu2020/top

（次ページにつづく）
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流行とモビリティ
健康な空間に向けて
中谷友樹（東北大学大学院 環境科学研究科 教授）

　人間の日常生活を基礎づけている移動
性と健康の関連について論じた。まず位
置情報ビッグデータなどにもとづき、各種
の移動制限と感染の推移の関係が議論さ
れた。国内でもっとも早く感染拡大が深
刻化し、知事の判断による自粛要請が出さ
れた北海道ではとくに、きわめて狭い地域
（スポット）での同時多発的かつ断続的な感
染の実態が示された。また社会調査から、
個人の経済状況が悪化するほど外出行動
が減少し、それにより健康への負の影響が
増すことで生じる職業上の階層間での健
康格差も指摘された。
　これらの指摘から、公的空間での人との
接触を避ける新しい生活様式が、とくに人
口密度と公共交通機関依存度が高い大都
市に多くの課題をつきつけていることが
わかる。一方で、それらの維持が広域の環
境への負荷を低減することや、公衆衛生上
の価値をもつことも述べられた。社会関
係構築や創造性の面でフ

face-to-face

ェイス・トゥ・フェイス
の接触はテレコミュニケーションで完全に
は代替できない。行動の監視・モビリティ
支援の両面に寄与する位置情報サービス
が発展するなか、人の移動と社会的接触が

必要な範囲や、健康格差を抑える空間デザ
インをあらためて問い直す機会が到来し
ていると、中谷さんは主張した。人口密度
が高い都市内でのスポット的な感染の実態
は、私たちの講演で報告した解析結果と符
合し、相互補完的である。

ポストコロナと自然共生社会
山野博哉
（国立環境研究所 
　生物・生態系環境研究センター センター長）

　山野さんは、COVID-19にかぎらず、鳥イ
ンフルエンザ、CSF（豚熱）、エボラウイルスな
どの人獣共通感染症の多発は、自然と人間
との調和ある共存の将来にわたる継承が
脅かされていることにほかならないと指
摘した。まずCOVID-19やそれに次ぐ新
興感染症のリスクはつねにあるというウィ
ズ・コロナ的な視点で、これまで常に人間が
脅かし、損ねてきた自然との関係を見直す。
そのうえで、環境・動物・人間全体の健全
性を確保するワンヘルス（One Health）を
めざさねばならない。感染症多発の背景
には、気候変動による生物分布の変化、生
息地破壊による野生生物と人間との接触、
グローバル化にともなう人やモノの移動に
よる外来種の侵入、人口減少が原因の管理
不足な里山の拡大などがある。原初的な
自然との適度な距離感、サプライチェーン

の見直し、里山など人の手が加わった二次
的自然の適切な管理が必要とされている。
　さらに、アフター・コロナの社会をデザイ
ンするという視点で、全体として感染症や
気候変動などの危機に柔軟に適応する社
会を構築せねばならない。すでに2018年
閣議決定の第五次環境基本計画で提唱さ
れた「地域循環共生圏」では、地域の特性
に応じて地域資源を最大限活用して自立
分散型の社会を形成し、地域間で資源を補
完し支え合うことにより、日本全体の資
源を活かすことをめざしている。そこへ
COVID-19によりテレワーク、人やモノの
移動抑制、地産地消など、社会変革が現在
強制的に進んでいる。したがって、生活や
経済を立て直すとともに、生物多様性の保
全による生態系サービスの確保など、国内
の地域資源を保全して活用し、感染症や気
候変動に備えることが可能かもしれない
と論じた。筆者をふくめ前2件の講演内容
で指摘された、都市部などの人口過密な地
域の拡大がもたらす感染リスクとその改善
方向が、より具体的に指摘された。

自然災害と感染症の複合災害への備え
米田雅子（慶應義塾大学
 環境・エネルギー研究センター 特任教授）
和田 章

　防災学術連携体（58学会）による緊急メッ
セージ（2020年5月1日）を紹介した。近年
は、夏から秋にかけて大雨・猛暑・台風が多
発しており（じっさいに熊本県をはじめ梅
雨の豪雨被害が深刻化している）、地震もい
つ起こるかわからない。感染リスクを考慮
した避難など総合的な被害軽減の重要性
を訴えた。防災も感染症対策も両方できる
魔法の杖はないが、日本の人口は100年後
に半減すると予想されていることから、コ
ロナ後の防災・減災を考えると、国土利用方
針を変えて自然災害の危険性の少ない地
域に町を移すことが大切だと主張した。
　COVID-19は、「コロナ禍」と呼ばれる
ようにそれ自体が一つの災害として捉え
られている。自然災害と比較すると、被害
や影響が全世界・全住民に及んでいるとい
う相違点があるうえに、前3件の講演で指
摘された人間居住域の偏りや自然環境の
把握の不充分さなど、被害・影響を拡大さ
せる共通要因もある。つまり、自然災害に
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図1　東京都とジャカルタ特別州における総
感染者数の日ごとの変化（上）とその比率

（下）（2020年3月18日～8月19日）。東京都
は5～6月の自粛効果が顕著に表れている
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強い社会をめざすことは、同時に感染症に
強い社会をめざすことにもなるのである。

ポストコロナ社会と地球人間圏科学
近藤昭彦

（千葉大学 環境リモートセンシング研究センター 教授、
地球研EREC委員）

　コロナ禍は、自然の一部であるウイルスと
人、および人のつくる社会との関係性に
関する地球人間圏科学として典型的な問
題であり、ウイルスと戦うのか共生するの
かという文明のあり方に関わる根幹的な
問題でもあると論じた。9年前の原発事故
の教訓から、科学的合理性が機能する前提
として、科学者をふくむステークホルダー
間での共感と理念共有にもとづく信頼が
必要である。コロナ禍への対応では、経済
との両立がきわめて深刻な問題となって
いる。
　これらの問題解決には、科学各分野の守
備範囲が狭すぎるため、必然的に超学際を
推進せねばならない。これは容易ではな
いが、コロナ禍は、多くの論考の出版を促
し、議論を加速する役割をもったと言え

る。国土形成計画（国土交通省）、環境基
本計画（環境省）、日本学術会議の提言な
どで語られている理念としては、東京一極
集中の是正、都市と農山漁村の相互貢献
による共生、地域経済圏の強化による分散
型社会、地域循環共生圏などがある。国際
的に推進中のSDGs、フューチャーアース
の目標は「社会の変革」であり、科学者は
超学際の枠組みの中で役割を果たす必要
がある。2030年を目標年とするSDGsの
17番め「学術と市民・行政・政治とのパー
トナーシップの構築」が喫緊の課題であり、
国
International Science Council

際学術会議（ISC）誕生も実践への一つ
の契機である。
　地球人間圏科学の役割は、地球社会の過
去と現在の包括的な分析、細分化された科
学の統合、さらに超学際にもとづくポスト・
コロナ社会の設計と提案・実践にあると
考えられる。筆者もふくめ地球惑星科学
の研究者がみずからの経験、手法、視点を
COVID-19に応用し、さらにその結果を地
球環境科学研究に応用する意義や可能性
を拡げる内容であった。

コロナ禍にこそ 
分野を超えた議論を
　セッション全体で参加者は200名を超え、
その実数や実名が増えるようすがその場
で見られるのは、ZOOM会合ならではの
発表者への大きな激励であった。学会活
動におけるウィズ・コロナ、ポスト・コロナを
実感することができた。かぎられた時間
でかつオンラインの接続状況がかならずし
も良好ではなかったが、総合討論では質疑
がすべて回された。そのなかで安成所長は、
各国の外出制限・自粛期間中に見られた大
気の変化にふれ、地球温暖化抑制の実現に
むけた新たな地球社会構築への展望など
を述べた。
　筆者のみならず参加者の多くにとって、
本セッションで初めて密に議論した研究者、
分野、テーマが多くあり、今後まさに超学
際的な協力や共同研究を開始するのに相
応しい議論がなされた。コンビーナの一人
としてはたいへんありがたく感じている。
このような議論は地球研のめざす総合地
球環境学でも重要だと確信できるもので、
今後の精進を深く心に期した次第である。
この会合の4日後の7月17日に開催された
地球研プログラム1特別セッション研究会
「COVID-19とアジアの持続的発展」、なら
びに1か月後の8月21日に開催された建築
学関係の会合A-Forum（担当世話人は和
田教授）でも、筆者はそれぞれ最新のデー
タに更新した内容を、より長い時間で発
表・議論させていただいた。8月に入って
「第二波」も一応ピークを過ぎたかに見え
るが、なお事態は刻々と進行中で先は見通
せていない。本号が刊行されるころには
もう少し先が見える状態であるよう心か
ら祈念しつつ筆を置く。

〈2020年8月24日〉
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図2　日本47都道府県（左）とインドネシア34州（右）における総感染者数の
毎日のMPD分布を重ね書きしたもの（2020年3月18日～8月19日）。日本は
5~6月の自粛期間に最終感染面積＝1㎢付近の値でいったんとどまっている
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特集4　報告　地球人間圏科学の叡智を活かし COVID-19と共生する社会を設計する
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編集後記

　2020年初頭、世界を震撼させ、いまもなお私た
ちを立ちすくませつづけているCOVID-19。この
パンデミックはいったいなぜ起こったのか、私た
ちはいまどうしたらよいのか、これからどうすべ
きなのか。世界中の頭脳が総動員され、全人類に
突き付けられたこの困難に立ち向かういま、地球
研の知恵を結集して社会に還元すべく組まれたの
が今回の特集です。地球研全体として取り組んで
いることをご紹介するため、実践プログラムを俯
瞰するプログラムディレクターからの寄稿や対談
記事も企画しました。パンデミックという長い長
いトンネルを通過するために、本号に掲載された
地球研の知見が社会に還元され、少しでも役に立
つよう願っています。（岡田小枝子）

表 紙 は 語 る

　天然のスギの木の幹をくりぬいた「ゴー
ラ」と呼ばれる巣箱の中にいるのは、在来の
ニホンミツバチ。春まだ浅く、ミツバチはほ
とんど活動していない時期だが、そっと中を
見せていただいた。紀伊半島南部の熊野地
方の養蜂は、江戸時代の『日本山海名産図会』

（1799年）にも、「熊野蜂蜜」として登場する、
いわば当時のブランドハチミツであった。
　明治時代にセイヨウミツバチが日本に移
入されてから、流通するハチミツのほとんど
は、セイヨウミツバチによるものとなった。
しかし山間域を中心として、ニホンミツバチ
の養蜂も行なわれてきた。とくに近年はニ
ホンミツバチの趣味養蜂がブームとなり、日
本各地で「重箱式」と呼ばれるタイプの巣箱

で手軽に飼育を楽しむ人が多くなった。し
かし古座川地域では木材が豊富なこともあ
り、いまなお多くの人が、丸太のゴーラを自
作して利用している。
　ニホンミツバチは野生種のため、春の巣別
れ（分蜂）のころを狙って、新たな群を獲得
する場合が多い。古座川地域の場合、春に営
巣をはじめた群からはその年には採蜜せず、
翌年の梅雨明けまでじっくり待って採蜜す
るのが一般的だ。今シーズンは長雨などで
花の咲きが悪く、採蜜状況はやや厳しかった
ようだが、その後はよく花が咲いており、「来
年が楽しみ」とお聞きした。人間世界もコロ
ナ禍でたいへんだが、ミツバチたちも気候不
順やダニなどの天敵のなか、がんばっている。

撮影：2020 年 2 月
和歌山県東牟婁郡

●表紙の写真は、「2019年度地球研写真コンテスト」の応募写真です。

春を待つ和歌山県古座川流域の
ニホンミツバチ

真貝理香（研究員）


